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要旨･･･本報告は、米国の非営利ニュースメディア組織Texas Tribuneに着目し、その活動にはどのよ

うな特徴があり、どのような点で従来とは異なる新たな取り組みとして捉えられるのかを明らかに

することを目的とする。寄付や賛助・協賛費など運営資金からみた組織の動態と大型台風による甚

大な被害に関する報道の成果物（「Hell and High Water」報道）について実証的に分析を行った。そ

の結果、Texas Tribuneによるデータジャーナリズムと調査報道の実践は、市場原理に基づくジャー

ナリズムが拡大するメディア環境においてなぜパブリックに根差したニュースや報道が社会的に必

要なのかに対する一つの応答であり、ジャーナリズムの新たな可能性を内包していると捉えられた。 

キーワード 非営利ニュースメディア組織 持続可能なニュースメディア組織運営 データジャ

ーナリズム 調査報道 公的な利益 

 

 

 

１．問題提起 

 本研究は、米国の非営利ニュースメディア組織Texas Tribuneに着目し、その組織の動態や報道の実践にはどのような特徴があ

り、どのような点で従来とは異なる新たな取り組みとして捉えられるのかを明らかにすることを目的とする。米国におけるニュ

ースメディア産業1）のうちとりわけ新聞産業は、新聞発行部数と新聞広告費が減少し、厳しい市場環境のもとにある。そして、

ニュースや報道2）の生産、流通は困難に直面している。しかしその一方で、持続可能なニュースメディア組織運営と質の高いニ

ュースや報道の発信への取り組みがみられる。 

新聞発行部数について、2000年から2017年に着目すれば、平日版はおよそ半分、日曜版はおよそ６割に縮小した。また、2016

年から2017年にかけて急激な部数減少がみられた。一方、新聞広告費はその18年間で約322億ドル、日本円にして約３兆６千

億、減少した。つまり、きわめて大きな経済規模で新聞産業に打撃があった（Pew Research Center 2018）。そして、2004年から

2018年の15年間で約1800の新聞が廃刊もしくは経営統合され、消失した。こうした事態をＰ．アバナシーは「ニュース砂漠の

広がり（the expanding news deserts）」と指摘している。アバナシーによれば、「ニュース砂漠」とは草の根の水準で民主主義を促

進する、幅広く信頼に足る一群のニュースや報道へのアクセスが不足した郊外、田舎、中心市街地、都会かは問わないコミュニ

ティのことである（UNC’s Center for Innovation and Sustainability in Local Media 2018a；2018b）。つまり、アバナシーはニュースの

生産、流通を行う組織の財政がメディア環境の構造変動や市場環境の変容の過程のなかで非常に困難な状況に陥り、コミュニテ

ィでの新聞の生産、流通の失われた状況を「ニュース砂漠」と定義し、民主主義社会の維持や発展に不利益をもたらすという研

究視座を提出したのである。言い換えれば、アバナシーはメディア環境の構造変動に伴う市場環境の変容とニュースや報道、そ

して民主主義との関係に注目している。 

こうした背景のなかで、米国における非営利ニュースメディア組織（nonprofit news media organization）による持続可能なニュ

                                                   
1 出版、放送、通信などの分野で労働、資本、技術などを結合し、メディア成果物のなかでも特にニュースや報道を産出する組織的な経済活動の

こととする。 
2 ニュースを新奇性、社会性、時事性を伴う出来事に関する情報とする。また、報道についてはニュースをめぐる価値判断や選定、取材活動の実

施、ニュースの発信・提示方法の工夫などの専門性に裏づけられた公共性の高い出来事の記録を実践するニュース伝達の行為とする。 
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ースメディア組織運営と質の高いニュース、報道の発信への取り組みに関する研究が進められている。具体的には、例えば2010

年設立のMinnPost（Konieczna 2014）、2008 年設立の St. Loius Beacon3）（Ferruci 2015）、2008 年設立の Spot.us 4）（Jian and Nikki 

2014）を分析対象とした実証的な研究などがある。Ｍ．コニエチュナは、MinnPostにおいて参与観察を行ったうえで、そこに伝

統的なジャーナリズム規範が認められる一方で、組織運営をめぐる財政的な構造がそうした規範に対して影響を及ぼす点を明ら

かにした（Konieczna 2014）5）。Ｐ．フェルッチは、市場原理に基づくジャーナリズム（market-driven journalism）を批判的に検討

し、分析対象としたSt. Loius Beaconなどの非営利ニュースメディア組織が1990年代に米国で勃興したパブリック・ジャーナリ

ズム6）の理念を今日におけるニュースの生産過程に組み込んでいると指摘している。そのうえで、今日における非営利ニュース

メディア組織による取り組みを通じてパブリックサービス・ジャーナリズム7）が新たに形づくられており、その特徴について事

例分析を通じて詳細に検討していく必要を明らかにした（Ferruci 2015）。つまり、フェルッチはパブリック・ジャーナリズムが

2000 年代に衰退し、2010 年前後からインターネットメディアを基盤とする非営利ニュースメディア組織によって復興したと捉

えている。他方、Ｌ．ジェンとＵ．ニッキは、クラウドファンディングを行う個人のニュースをめぐる選好とジャーナリストの

プロフェッションとしての経験との関係に着目し、マス・コミュニケーション研究における利用と満足研究の立場に立脚したう

えでそれらの関係に関する量的な分析を行った。二人は取り上げた事例の調査結果から、消費者は調査報道よりも日常的な生活

に関わるニュースを選択する傾向がみられ、そうした選好とクラウドファンディング行為は相関関係にあることを明らかにした

（Jian and Nikki 2014）。つまり、ニュースバリューをめぐる判断に関して個人とジャーナリストの間には相違があり、消費者が

ニュースの生産に対して強い影響を及ぼしていると論じた。これらの研究は、米国における非営利ニュースメディア組織による

活動を従来の伝統的なニュースメディア組織とは異なる新たな取り組みとして捉えている。 

その一方で、Ｍ．カルバハルらは非営利ニュースメディア組織が 2010 年前後から増加した点を踏まえつつも、Center for 

Investigative Reporting（CIR、1977年）、Center for Public Integrity（CPI、1989年）などを挙げたうえで8）、メディア・システムにお

ける新たな現象として捉えるべきではないと述べている。そして、伝統的なニュースメディア組織の採用する事業戦略が非営利

ニュースメディア組織の取り組みに対して影響を及ぼしているとも指摘している（Carvajal et.al 2012）。なぜなら、双方の組織は、

それぞれどちらかのみが存続し運営されていく関係なのではなく、相互の組織を前提したうえでいわばニュースの生態系が存立

する関係にあるからである。また、Ｒ．ベンソンは、非営利ニュースメディア組織について批判的に検討し、「市民への顕著な

貢献がみられるにもかかわらず、市場の失敗と商業ジャーナリズムによる専門職能の不全に対する批判的なオルタナティブを十

分に提示できているわけではない」（Benson 2018：1060）と指摘している。さらに、ベンソンは非営利ニュースメディア組織に

よるニュース、報道の供給を市場原理に基づくジャーナリズムの拡大への対抗と位置づけることの限界を示した。非営利の組織

                                                   
3 2013年12月にSt. Louis Public Radioと統合された。 
4 2015年にサイト運営を中止した。メディア財政に困難が生じたことが理由とされる。Spot.usは、不特定の多数の個人から出資を募るクラウド

ファンディングをビジネスモデルとして採用していた。クラウドファンディングとは、「寄付という形式や報酬、投票権といったものの代替と

して、インターネットを通じて広く募集される資金源の供給」のことを指す（Lambert and Schwienbacher 2010）。援助金（チャリティー）、スタ

ートアップ企業支援、音楽やソフトウェア制作、貸付や少額投資などを目的や用途としている（Carvajal et.al 2012）。他方で、多くの非営利ニュ

ースメディア組織においてクラウドファンディングではなく、個人寄付のみならず財団からの大口寄付、理念や活動に賛同する企業や団体から

の賛助費、開催催事への協賛費のほか広告収入、購読収入も組み合わせて運営資金とする傾向がみられる。 
5 具体的には、2011年にミネソタ州政府が予算の逼迫から20日間の閉鎖に陥った際に、費用を準備していなかったにも関わらず市民への貢献を

優先してその状況に関する世論調査を実施し、批判的な報道を行った点にジャーナリズム規範を認める一方、広告主企業や財団からの資金を獲

得するために限られた「想定読者」を設定する矛盾を指摘している。 
6 パブリック・ジャーナリズムに関して、次の四つの要素を促進する取り組みが共通点として挙げられる。それは、①開かれた対話を通じたコミ

ュニティの連帯、②市民による議題設定、③ニュースの理解しやすさの重視、④コミュニティを活性化させるイシューの選択である（Ferruci 

2015：907-908；Konieczna 2018：9）。 
7 ここでは、公的な情報の開示、とりわけ質の高いニュースや報道の供給を通じて市民による議論とコミュニティの連帯を促進し、民主主義の維

持や発展に寄与するジャーナリズムの活動および実践と定義する。フェルッチやコニエチュナは、パブリック・ジャーナリズムの伝統に根差し

た非営利ニュースメディア組織による取り組みをパブリックサービス・ジャーナリズムとして捉え、議論している（Ferruci 2015：916-917；

Konieczna 2018：1-47）。特にコニエチュナは、なぜそうした組織がパブリックサービス・ジャーナリズムに取り組むアクターなのかを検討し、

その理由として市場の失敗（market failure）を挙げている（Konieczna 2018：34-39）。これは、メディアの批判的政治経済学的研究（critical 

political economy of media）を概説したＪ．ハーディーが、市場の失敗を外部性、公共財、独占の水準から分析し、ジャーナリズム活動を通じた質

の高いメディア成果物が社会関係資本である根拠を示した議論と通底している（Hardy 2014：58-76）。つまり、コニエチュナは明示していない

ものの、彼女の立論とメディアの批判的政治経済学的研究の分析視座との共通点が指摘できる。 
8 ほかに、Christian Science Monitor（1908年）、Public Broadcasting Service（PBS、1969年）、National Public Radio（NPR、1970年）などがある。 
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による伝統的な組織への記事の無償提供と双方での情報発信を通じた協力関係を構築する傾向がみられるのは、互いに社会的な

注目やインパクト、幅広いニュース接触の流通経路を必要とするからである（Benson 2018）。そうであるがゆえに、非営利ニュ

ースメディア組織の取り組みを消費者主権（consumer sovereignty）9）に対する懐疑の視座から捉えることが求められるのである。

このように、非営利ニュースメディア組織による取り組みをニュースの生態系のなかに位置づけ、市場の失敗や消費者主権への

懐疑の視座から批判的に捉えたうえで、その社会的な機能や意義が検証されている。 

しかしながら、コニエチュナが研究の課題として示した通り（Konieczna 2014：61）、非営利ニュースメディア組織によるニュ

ースや報道の具体的な内容に関する分析はほとんど見当たらない。そこで本研究では、非営利ニュースメディア組織のなかでも

Texas Tribune（以下、TTと略記）に着目し、その組織の動態と報道の実践について実証的に分析する。TTに関する研究は、ロ

ーマン（Lohmann 2012）、ベンソン（Benson 2018）、コニエチュナ（Konieczna 2018）らなどが代表的な非営利ニュースメディア

組織として組織名を挙げるにとどまっている。また、柴田によるTTの代表者へのインタビューを行った調査（柴田 2012）があ

るものの、具体的にどのようなニュースや報道の発信を行っているのかについて分析はなされていない。そこで本研究は、非営

利ニュースメディア組織の取り組みに関する先行研究では不十分であった報道の実践に注目し、それがどのような組織の動態に

基づくものであるのかに関してTTを取り上げ、分析を行う。 

２．研究方法と分析対象 

本研究は、TT の組織動態についてサイトやそこで公表、開示されている年次報告書および財務諸表を参照する。また、ニュ

ースや報道の成果物については「Hell and High Water」と題された巨大台風の甚大な被害に関する調査報道に注目し、それらの内

容を分析する10）。TT は、米国の非営利ニュースメディア組織のなかで予算規模が大きく、運営するサイトやソーシャルメディ

アへの訪問者数も多く、人びとや財団・企業・団体からの支持を得ていると捉えられる。以下ではまず、TT について非営利ニ

ュースメディア組織のなかでの位置づけと概要を示す。 

ナイト財団の調査では、非営利ニュースメディア組織をその発信内容から（１）ローカルニュース、（２）州内の政治や政策

動向、（３）ナショナルおよびローカルの水準での調査報道に分類している。それによれば、2012年時点での予算規模上位は（１）

MinnPost（約150万ドル）、St. Loius Beacon（約150万ドル）、（２）TT（約450万ドル）、（３）CIR（約1080万ドル）、ProPublica

（約1060万ドル）の５つであった。また、TTは2010年から2012年にかけてサイト訪問者数（約56万人）が最も多く、ソー

シャルメディアでの利用者数（約56万人）がProPublicaに次いで多かった（Knight Foundation 2013）。 

TTは、2009年11月にテキサス州の州都オースティンで設立され、州全域に関わる政治、政策、選挙、公教育、移民、環境な

どをめぐるイシューを取り上げてニュース、報道の発信を行っている。そして、調査報道とデータジャーナリズムの実践に取り

組み、設立以来、多くの報道アワードを受賞している。データジャーナリズムとは、「データからニュースを発見するジャーナ

リズムの取り組み」であるとされる（藤代 2014：202）。これに対し、後に詳しく論じる通り、分析対象として取り上げるTTの

事例においては、自らビッグデータを収集、分析し「ニュースを発見する」という手法ではなく、専門家や政治家、官僚などへ

の取材を通じて得たデータやファクトを整序して可視化し、社会課題に対する問題提起となるような記事発信が行われている。

このようなデータ活用による報道手法は2010年頃から新たに勃興した。 

「Hell and High Water」報道は、ProPublicaと協働のうえ行われ、Peabody Awardなど著名な報道アワードを含めて2017年に５

つの受賞に浴している。後に詳しく論じるように、「Hell and High Water」報道では、いわゆる「データビジュアライゼーション」

を行って可視化に優れたデザインを実装した特設報道サイトを設け、巨大台風の甚大な被害に関する調査報道、データジャーナ

リズムが実践された。こうした特徴から、TT は米国における非営利ニュースメディア組織の組織動態と報道実践に関する分析

と考察に適していると考えられる11）。 

３．Texas Tribuneの組織動態 

 TTの組織動態に関して、出資者数、企業スポンサー数、収入の三つの項目についてTTが公表しているデータを整序したうえ

                                                   
9 Ｊ．カランは、リベラル多元論に立つメディア・コミュニケーション研究から「市場経済における競争によってメディアは民衆の欲求・要求・

見解に対応せざるを得ない」とする主張がなされていることを指摘している（Curran 2002＝2007：250）。しかしこれに対し、Ｐ．ゴールディン

グとＧ．マードックが示した通り、メディア企業の商業戦略が消費に及ぼす影響を批判的に検討する必要がある（Golding and Murdock 1991＝

1995：25-29）。なぜなら、ニュースや報道の生産過程における市場原理の浸透を通じた消費者主権に立脚した成果物の流通は、ソフトニュース

重視の傾向として観察されるからである。 
10 TTのサイトＵＲＬは、https://www.texastribune.org/。「Hell and High Water」報道のサイトＵＲＬは、https://projects.propublica.org/houston/。 
11 今回の分析では、TTのさらなる特徴である開催催事については取り上げない。この点に関する実証的な分析は別稿で行いたい。 
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で、その特徴について分析する。表１にTTへの出

資者数（上段）および企業スポンサー数（下段）

を示した12）。 

第一に、TTの出資者数には増加の傾向がみら

れる。TTへの出資者は2009年の1504から2018年に16589となった。10年間で寄付

者・寄付団体は約11倍に増えた。2013年に前年から1957増えた一方で、翌2014年

に1951減り、減少傾向がみられたものの、2015年以降は増加の基調にあり、2018

年は大幅に増えた。催事の開催数を増やすことで寄付が増加したためだと考えら

れる。第二に、企業スポンサー数13）も増加基調にある。設立時の2009年に59社で

あった企業スポンサーは、2016年まで概ね順調に増加していった。2017年には微

減したものの2018年に274となった。第三に、図１に示した通り、デジタル収入

や催事収入14）も増加基調にある（なお、報告当日は2009年から2018年まで暦年の

収入を表にまとめ一覧で示す）。2009年に二つの収入は合計で20万5550ドルだったのに対し、 2018年には359万9455ドルとなっ

た。10年間で金額はおよそ340万ドル増加し、その収入規模は17.5倍となった。このように、TTは展開する各インターネットメ

ディアでの閲覧者からの支持を基に催事参加者が増加し、賛助・協賛組織からの信用を得て、企業スポンサードや催事へのスポ

ンサー協賛を得ていったと推測される。 

さらに、2017年の財務諸表から収入と支出を抽出した（表２）。個人寄付および財団などによる大口寄付15）は、寄付総額全体

のうち36.3％を占め、約263万ドルともっとも大きな収入となっている。また、企業スポンサーシップとイベント収入は金額規模

が約171万ドル、約161万ドルとほぼ同じ程度で、それぞれ寄付全体の23.7％、22.3％を占めている。これら３つの合計で約595万

ドルと収入の82.3％、つまり五分の四の割合を占めたことがわかる。また、これらに比して広告収入は金額規模が小さく、デジ

タル広告掲載による収入を組織運営の主たる原資としていない点が明らかである。 

 2017年度の総収入は約751万ドル（８億４千万円）である。これに対し、支出の総額はおよそ830万ドル（９億３千万円）、純

損失は約80万ドル（９千万円）であった。注目すべきは、総収入の85.7％を編集費に充てている点である。TTは純利益の拡張を

目指すのではないＮＰＯであり、収入のほとんどを編集費に充当することができる。編集費はおよそ643万ドル（７億２千万円）

である。こうした点を活かし、トリビューンは積極的な取材活動、充実したデータ

ジャーナリズム、調査報道の実践を図っていることがわかった。 

４．Texas Tribuneの報道実践 

 「Hell and High Water」をタイトルとする報道は、TTとProPublicaの４名の記者が

協働のうえ、行われた。トップページには、タイトルとともに記者らの氏名が記さ

れ、署名記事として発信された。記事はProPublicaに掲載され、画面上部にも配され

たタイトルの左側に両メディアのロゴマークが示されている。記事が報じられたの

は2016年３月３日で、大型台風「ハーベイ」による大きな被害の発生する１年以上

前のことである。この報道のサイトはトップページを含めて６つの階層から構成さ

れている（本稿はこのうち３つの階層を抜粋して図示するが、発表当日はパワーポ

イント資料で６つを示して報告する）。トップページは、テキサスを含むメキシコ

湾周辺地域と思われる地図上を巨大な熱帯低気圧が渦を巻きながら進む動画を背景

に埋め込んだサイトデザインとなっている（図２）。 

                                                   
12 表１・２および図１はTTによる公表データを基に筆者作成。 
13 TTのいう企業スポンサーは、いわゆる広告スポンサー、つまりインターネットメディアへの広告出稿主ではなく、TTへの賛同組織や開催催

事への協賛組織を指している。すなわち、いわゆる「広告ビジネスモデル」ではなく、寄付や賛助、協賛費を活動資金として調達する点で伝統

的なニュースメディア組織とは運営形態が基底的に異なる。 
14 ここでいうデジタル収入とは、TTの活動への賛同、賛助の出資金のことである。一方で、催事収入とは、開催するミーティングやセッション

への後援金およびインターネットメディアの運用や催事開催時に必要な製品やサービスの現物支給のことを指している。 
15 TTの2009年から2018年までの寄付累計上位10位に関して、2位のTT創設メンバーのベンチャーキャピタリストを除き、ほかは全て財団で

ある。ナイト財団の寄付額が最も多く、約225万ドルだった。また、この10年間における上位10位までの寄付累計額は約1310万ドルである。 

（単位：ドル）

寄付 合計

　個人寄付および大口寄付 2,627,003

　企業スポンサーシップ 1,710,801

　イベント収入 1,612,945

　メンバーシップ収入 807,547

　商品やサービスの寄付（現物支給） 469,338

　　寄付総額 7,227,634

購読収入 153,520

広告収入 59,397

その他 67,700

　　　総収入 7,508,251

支出

　編集費 6,431,571

　寄付促進費 1,066,039

　一般管理費 802,486

　　　総支出 8,300,096

　　　純損益 -791,845

期首純資産 3,901,269

期末純資産 3,109,424

表２　Texas Tribuneのメディア財政

図１　Texas Tribuneのデジタル収入・

催事収入の合計推移

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

1504 1327 1718 1941 3898 2307 2708 3494 4219 16589

59 80 191 194 203 198 222 258 240 274

表１　Texas Tribuneへの出資者数および企業スポンサー数



日本マス・コミュニケーション学会・2019 年度秋季研究発表会・予稿 

日時：2019 年 10 月 26 日／会場：江戸川大学 

5 

 次の画面に進むと、動画で平面の地図が傾いて立面の地図に変わりながら、あら

われる。ジョンソン宇宙センターを中心として、左側に陸地のヒューストン、右側

に海洋であるメキシコ湾内のガルベストン湾を配した地図である。この地図は、Ｐ

Ｃのマウス操作によって傾きが平面から立面まで自由に変えられる。画面左上には、

「2008年９月に発生した台風『アイク』が（陸地にほど近い）ガルベストン島を襲

った」のキャプションが記載され、その上に台風上陸の16時間前からの水位の変化

が図示されている。そして、台風上陸によって地図の右上、湾の北東部の陸地部が

動画で消え、海洋部になっていく。つまり、都市浸水の様子が地図上で再現される。 

 続く３つの画面（図３のみ抜粋し図示）は、それぞれ実際の台風「アイク」とは

異なる進路や風速を設定したシミュレーションが動画で自動再生される仕組みと

なっている。台風に模された絵が、画面を横切る線で示された進路の上を回転しな

がら右（南）から左（北）へ進む。その際、東の海洋側から島、内陸の宇宙センタ

ー、石油工場が定点として設定され、水位の上昇が画面上部のインジケーターと連

動しながら数値で表示される。画面上部の水位インジケーターにカーソルを当て左

右に移動させると台風に模した絵がそれに連動し、左右に自由に動かすことも可能

である。つまり、インジケーターを左右に移動させながら、水位上昇が数値として

示されることで、台風の位置と水位上昇がひと目でわかる。これらの一連の操作は

きわめて簡便で、画面上に操作説明はなく、いわば「感覚的」に行うことができる。 

 こうしたデータの可視化に優れたサイト設計としたうえで、例えば図３は実際の

台風とは進路が異なった場合を示している。これは科学者、専門機関、行政などへ

の取材内容に基づいたもので、その取材内容が記事化された（図４）。記事本文に

ついておおまかに内容を要約すれば、次の通りである。ヒューストン湾内の運河に面して、およそ130の石油精錬工場、150の化

学工場が所在している。前者は米国内で流通し、消費されるガソリンの約３割を生産する。また、後者の生産するプラスティッ

ク、化学肥料、農薬などは米国のみならず地球規模で産業を支える役割を果たしている。巨大台風は、都市への強風・浸水被害

をもたらすと同時に、そうした工場群に対しても甚大な被害を与える。つまり、この地域の工業生産に致命的な影響を与え、米

国経済に対して大きな損失をもたらす点が懸念されている。また、都市の住民、工業地帯の就業者の生命を守り、生産施設の浸

水被害を防ぐための州政府による台風対策をめぐる政策決定は取材、記事掲載時点で迅速に進められているとはいえない状況に

あった。したがって、TTの記事は迅速ではない行政決定に対して問題提起を行っている側面があると考えられる。 

 以上のトリビューンの調査報道で重要なのは、次の四点である。第一に、記事の中心的なテーマとして言及され、サイトで動

画によって示された実際よりも大きな被害が見込まれる「想定台風モデル」は、台風の複雑なメカニズムを解析し、シュミレー

ションデータを算出した科学者や専門研究機関への取材に拠るもので、そうしたデータを読者へ提示するための取材・編集・制

作にこそＴＴの報道機関としての専門性が発揮されている点である。第二に、専門家に対してのみならず、州内の政治家や地方

官僚などへの取材を実施し、台風に関する科学的なシミュレーションデータの政治的、社会的な次元からみた評価、査定に記事

を照準している点である。この報道は、テキサスにおける都市住民や工場就労者の生命や生活、また石油や化学品などの工業生

産を行う経済活動にとって「想定台風モデル」がどのような意味合いをもつのかを示している。第三に、取材した内容を「スト

ーリー」として記事提示し、洗練されたサイトデザインによって優れた可視化に成功している点である。第四に、記事の文末に

情報開示として記事中で言及された企業、団体のうち、TTの現在と過去の企業スポンサー、大口寄付者を明示し、企業、団体に

よる賛助金の拠出という経済的な支援と報道内容の公正性、公平性、中立性を弁別することを企図している点である。 

 このように、TTはニュースメディア組織としての専門性に基づきながら、人びとの注意・関心をひきつけるための工夫を施

したうえで記事を提示し、様々な人びとや組織といったアクターによる社会経済活動が巨大台風による被害から守られる必要が

あるという公的な利益に連接し、それに寄与することを目指した質の高い調査報道が実践されていることがわかった。 

５．おわりに 

分析結果から、非営利ニュースメディア組織であるTTは、個人寄付および財団の大口寄付、TTの活動へ賛同する企業や団体

の賛助・協賛費を運営資金として調達し、公的な利益への貢献を目指した調査報道やデータジャーナリズムを実践する点を特徴

とすることが明らかになった。米国において非営利ニュースメディア組織による新たなビジネスモデルの構築とジャーナリズム

図３　サイトページ③

図４　サイトページ⑥

図２　「Hell and High Water」

報道のサイトページ①
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の実践が出現したことの意義は、ロジャー Ａ．ローマンの示す通り、「公衆の知る権利（public’s right to know）」にジャーナリズ

ムが応答することにある（Lohmann 2012）。すなわち、非営利ニュースメディア組織の勃興は、なぜパブリックに根差したニュ

ースメディア組織によるニュースや報道の発信が社会的に必要なのかという点と関わっている。さらに、この点は市場原理の機

能しない社会領域があることを示す概念である市場の失敗とも連接している。つまり、ニュースや報道の供給が公共財（public 

goods）として社会的に機能するか否かはジャーナリズム実践を通じた成果物の「質」に拠ることになる。こうした点から、事例

として取り上げたTTの取り組みは、人びとの注目や関心の獲得をめぐる競争が高度化し、市場化の広がるメディア環境におけ

る非営利ニュースメディア組織の公共的な役割を示唆しているように捉えられる。分析の結果からも分かるように、TTの調査

報道はなぜパブリックに根差したニュースや報道が社会的に必要なのかに対する一つの応答であり、データジャーナリズムの実

践はインターネットをめぐるテクノロジーを介した消費者主権との交渉の帰結だとみなすこともできる一方で、市民主権に立脚

したジャーナリズムの新たな可能性を孕んでいる。そして、メディア環境における市場原理の浸透とメディア組織の独立性や自

律性がせめぎ合いながらニュースや報道の生産、流通がなされている点も示唆している。今後さらに、米国における非営利ニュ

ースメディア組織の社会的な位置づけや様々なデータジャーナリズムの取り組み事例との比較を行う必要がある。また、読者や

催事参加者、財団や企業や団体がTTを支持するのはどのような理由であるのかを明らかにしていく必要もある（なお、報告当日

は本年９月下旬に実施する予定である現地での聞き取り調査の内容についても詳しく述べる予定である）。 
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